
（ 単位：  千円）

【 資産の部】 【 負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り 金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【 純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

イ ンフ ラ 資産 余剰分（ 不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソ フ ト ウェ ア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

△ 280

1, 251, 726

10, 073

-

△ 34

23, 926, 964

19, 392, 388 2, 606, 508
12, 310, 525 -
1, 825, 581 828, 833

5, 080

- 35, 250
- 29, 407

- -

【 様式第１ 号】

貸借対照表
（ 平成29年3月31日現在）

科目 科目

23, 362, 616 3, 456, 092

金額 金額

- -
- -

594, 516 13, 386
19, 999, 458 7, 365

△ 10, 268, 389 358, 568
79, 884 290, 924

△ 60, 725 2, 987

- -
- 負債合計 3, 814, 660
-

140, 200 23, 729, 218
6, 671, 591 △ 3, 616, 914

4, 102
62, 165

△ 43, 733
18, 074, 639

△ 11, 425, 582
-
-
-

1, 329, 362
△ 919, 091

352
336
16

3, 969, 876
1, 256, 806

-

-
2, 703, 277

627, 528
2, 075, 749

564, 348
153, 958

1, 691
-

-

純資産合計 20, 112, 304

資産合計 負債及び純資産合計 23, 926, 964

366, 602
366, 602

-
42, 131

-



 自　 平成28年4月1日
 至　 平成29年3月31日

（ 単位： 千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コ スト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コ スト

【 様式第２ 号】

行政コ スト 計算書

△ 4, 522, 126

3, 347

2, 227, 027

2, 001

77, 708

325, 144

999, 313

154, 785

1, 070, 927

1, 633

32, 361

-

54, 705

1, 273, 945

252, 539

289, 175

4, 847, 270

3, 029, 978

742, 108

619, 792

35, 250

金額科目

3, 997

650

△ 4, 518, 129

0

-

0

-

-

247, 436

60, 843

27, 185

378

33, 280

1, 817, 292



 自　 平成28年4月1日
 至　 平成29年3月31日

（ 単位： 千円）

前年度末純資産残高 23, 804, 210 △ 3, 541, 606
純行政コ スト （ △） △ 4, 518, 129
財源 4, 366, 828

税収等 3, 411, 015
国県等補助金 955, 813

本年度差額 △ 151, 301
固定資産等の変動（ 内部変動） △ 75, 992 75, 992

有形固定資産等の増加 1, 092, 645 △ 1, 092, 645
有形固定資産等の減少 △ 999, 988 999, 988
貸付金・ 基金等の増加 433, 511 △ 433, 511
貸付金・ 基金等の減少 △ 602, 160 602, 160

資産評価差額 1, 000
無償所管換等 -
その他 - -
本年度純資産変動額 △ 74, 992 △ 75, 309

本年度末純資産残高 23, 729, 218 △ 3, 616, 914

-
-

△ 151, 301

4, 366, 828
3, 411, 015

955, 813

△ 150, 301
20, 112, 304

1, 000

【 様式第３ 号】

純資産変動計算書

20, 262, 605
△ 4, 518, 129

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（ 不足分）



 自　 平成28年4月1日
 至　 平成29年3月31日

（ 単位： 千円）

経常費用
業務費用

人件費 　
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
他会計への繰出金
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コ スト
臨時損失

災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コ スト
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（ 内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・ 基金等の増加
貸付金・ 基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
その他

本年度純資産変動額
前年度末純資産残高
本年度末純資産残高

2, 001

77, 708

33, 280

-

1, 000

1, 092, 645 △ 1, 092, 645

433, 511 △ 433, 511
△ 602, 160 602, 160

325, 144

247, 436

3, 347

619, 792
35, 250
32, 361
54, 705

1, 633

1, 273, 945
252, 539
289, 175

2, 227, 027
1, 070, 927

154, 785
999, 313

1, 817, 292

60, 843
27, 185

378

【 様式第２ 号及び第３ 号（ 結合） 】

行政コ スト 及び純資産変動計算書

4, 847, 270
3, 029, 978

742, 108

金額科目

金額650

-
3, 997

△ 4, 522, 126
0
-

-
-

0

4, 366, 828
△ 4, 518, 129 △ 4, 518, 129

3, 411, 015 3, 411, 015

固定資産等形成分 余剰分（ 不足分）

△ 999, 988 999, 988

20, 112, 304 23, 729, 218 △ 3, 616, 914

△ 150, 301 △ 74, 992 △ 75, 309
20, 262, 605 23, 804, 210 △ 3, 541, 606

△ 75, 992 75, 992

4, 366, 828

- -

955, 813 955, 813
△ 151, 301 △ 151, 301

- -
1, 000



 自　 平成28年4月1日
 至　 平成29年3月31日

（ 単位： 千円）

【 業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【 投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【 財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

458, 553

△ 472, 130

10, 784

153, 958

30, 302
△ 894
29, 407

1, 085, 841

-
-

52, 500

-

442, 764
548, 283

前年度末資金残高 127, 344
本年度末資金残高 124, 551

633, 370
2, 246

646, 400

【 様式第４ 号】

資金収支計算書

3, 790, 472
1, 973, 180

247, 620

7, 425
1, 817, 292
1, 273, 945

252, 539

4, 249, 025
3, 410, 566

513, 049
77, 789

科目 金額

646, 400
-

本年度資金収支額

710, 855

△ 2, 793

635, 616

374, 103
4, 559

52, 500
-

1, 044, 873

1, 227, 714
27, 185

-

-

289, 175

1, 517, 003

1, 633

1, 325



注記

１ . 重要な会計方針
（ １ ） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法

（ ２ ） 有価証券等の評価基準及び評価方法
①　 有価証券

ア　 市場価格のないも の
取得価額によっ ています。

②　 出資金
ア　 市場価格のないも の

出資金額によっ ています。

（ ３ ） 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による低価法によっ ています。

（ ４ ） 有形固定資産等の減価償却の方法
①　 有形固定資産（ リ ース資産を 除き ます。 ）

定額法によっ ています。
なお、 主な耐用年数は以下のと おり です。

建物 4年～50年
工作物 25年～60年
物品 3年～15年

②　 無形固定資産（ リ ース資産を 除き ます。 ）
定額法によっ ています。

③　 リ ース資産
ア 所有権移転フ ァ イ ナンス・ リ ース取引に係るリ ース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と 同一の方法

（ ５ ） 引当金の計上基準及び算定方法
①　 徴収不能引当金

過去4年間の平均不納欠損率により 、 徴収不能見込額を 計上し ています。

②　 退職手当引当金

③　 損失補償引当金

④　 賞与引当金

（ ６ ） リ ース取引の処理方法
①　 フ ァ イ ナンス・ リ ース取引

②　 オペレ ーティ ング・ リ ース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じ た会計処理を 行っ ています。

（ ７ ） 資金収支計算書における資金の範囲

（ ８ ） その他財務書類作成のための基本と なる重要な事項
①　 消費税の会計処理

税込方式によっ ています。

現金（ 手許現金及び要求払預金） 及び現金同等額を 資金の範囲と し ています。 なお、
現金及び現金同等物には、 出納整理期間中の取引により 発生する資金の受払いも 含ん
でいます。

通常の売買取引に係る方法に準じ て会計処理を 行っ ています。 （ 少額リ ース資産
及び短期のリ ース取引には簡易的な取り 扱いを し 、 通常の賃貸借に係る方法に通
常の賃貸借に係る方法に準じ て会計処理を 行っ ています。 ）

資産評価及び固定資産台帳整備の手引き 〔 平成27年1月総務省〕 に定める評価基準及
び評価方法による。 ただし 、 地方公営企業法が適用さ れる会計については、 地方公営
企業会計基準により ます。

ただし 、 出資先の財政状態の悪化により 出資金の価値が著し く 低下し た場合
には、 相当の減額を 行う こ と と し ています。

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に
従っ ています。

履行すべき 額が確定し ていない損失補償債務等のう ち、 地方公共団体の財政の健
全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を 計上し て
います。

翌年度６ 月支給予定の期末・ 勤勉手当のう ち、 全支給対象期間に対する本年度の
支給対象期間の割合を 乗じ た額を 計上し ています。



２ ． 重要な後発事象
該当あり ません。

３ ． 偶発債務
（ １ ） 保証債務及び損失補償債務負担の状況

４ ． 追加情報
（ １ ） 財務書類の内容を 理解するために必要と 認めら れる事項

①　 一般会計等財務書類の対象範囲は次のと おり です。
一般会計

②　 一般会計等の対象範囲と 普通会計の対象範囲に差異はあり ません。

⑤　 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況
％
％
％
％

⑥　 繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費 （ 一般会計） 千円

（ ２ ） 貸借対照表に係る事項
①　 売却可能資産の範囲及び内訳

該当する資産はあり ません。

②　 減債基金に係る積立不足額
積立不足はあり ません。

③　 基金借入金（ 繰替運用）
年度末の基金借入金残高はあり ません。

千円

⑤　 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素
標準財政規模 千円
元利償還金・ 準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 千円
将来負担額 千円
充当可能基金額 千円
特定財源見込額 千円
地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 千円

将来負担比率 －

21, 600

④　 地方交付税措置のある地方債のう ち、 将来の普通交付税の算定基礎である基準財
政需要額に含まれるこ と が見込まれる金額

3, 324, 522

2, 673, 335
4, 497

4, 556, 291
3, 560, 577

203, 508
3, 718, 981

実質赤字比率 －
連結実質赤字比率 －
実質公債費比率 2. 0

④　 千円未満を 四捨五入し て表示し ているため、 合計金額が一致し ない場合があり ま
す。

団体名 確定債務額

履行すべき 額が確定し てい
ない損失補償債務等

総額
損失補償等引当金

計上額

沼田町土地改良区 - 13, 386千円 13, 386千円

③　 財務書類の作成基準日は、 会計年度末（ ３ 月３ １ 日） ですが、 出納整理期間中の
現金の受け払い等を 終了し た後の計数を も っ て会計年度末の計数と し ています。 （ 地
方自治体法第２ ３ ５ 条の５ 「 普通地方公共団体の出納は、 翌年度の５ 月３ １ 日を も っ
て閉鎖する。 」 ）



（ ３ ） 純資産変動計算書に係る事項
純資産における固定資産等形成分及び余剰分（ 不足分） の内容

①　 固定資産等形成分

②　 余剰分（ 不足分）
純資産合計額のう ち、 固定資産等形成分を 差し 引いた金額を 計上し ています。

（ ４ ） 資金収支計算書に係る事項
①　 基礎的財政収支

業務活動収支（ 支払利息支出を 除く 。 ） 千円
投資活動収支 千円
基礎的財政収支 千円

②　 既存の決算情報と の関連性 （ 単位： 千円）

③　 資金収支計算書の業務活動収支と 純資産変動計算書の本年度差額と の差額の内訳
資金収支計算書

業務活動収支 千円
投資活動収入の国県等補助金収入 千円
減価償却費 千円
賞与引当金の増減額 千円
退職手当引当金の増減額 千円
徴収不能引当金の増減額 千円
資産除売却損益 千円
長期延滞債権の増減額 千円
未収金の増減額 千円
その他の資産・ 負債の増減額 千円

純資産変動計算書の本年度差額 千円

④　 一時借入金
資金収支計算書上、 一時借入金の増減額は含まれていません。
一時借入金の限度額 1, 000, 000千円

868
△ 22, 508

△ 151, 301

△ 999, 313
1, 108

△ 32, 361
△ 378

650
△ 685

442, 764

歳入歳出決算書 6, 067, 641 5, 943, 091
繰越金に伴う 差額 127, 344 0
資金収支計算書 5, 940, 298 5, 943, 091
地方自治法第233条第1項に基づく 歳入歳出決算書には前年度から の繰越金
127, 344千円が含まれているこ と により 、 差額が生じ ています。

458, 553

431, 368
△ 472, 130
△ 40, 762

収入（ 歳入） 支出（ 歳出）

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を 加えた額を 計上し
ています。
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